
 
  
 
 
 
 
 

消費支出推計データ 

      解説書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本書の著作権は、株式会社ＪＰＳが所有しております。 
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 １．概要 
 

1-1．データ概要 

本データは、総務省統計局による「家計調査年報」を基礎データとして、株式会社マーチャンダイジング・

オンの考案した推計法により、各エリア全体での年間消費支出総額を品目別に推計算出した「消費支出推計

データ」です。 
指標項目の内容は、「家計調査」における全品目別消費支出を、基本分類（大分類）、品目分類（中分類・

小分類・細分類）それぞれの推計値として算出しております。なお、分類の詳細は各家計調査の年版によっ

て異なるため、実際のデータをご参照ください。 
本データの原本データは、町丁・字等別に推計されたもので、主にエリアマーケティングで用いられるＧ

ＩＳ用ソフトのデータとして活用されています。 
 
FK-Mards では、（株）ＪＰＳが推計したエリアマーケティング用のデータを、市区町村区分で集計して
ご提供いたします。二次統計としてご利用ください。 
本データを使用することにより、地域における商品分野ごとの市場規模、エリアごとの消費特性を知る道

具としてご利用いただける他、地域を対象とする事業分野の企画・研究など（ex.流通業のエリアマーケティ
ング支援、メーカーのエリア戦略立案のバックデータ）、幅広くご活用いただけます。 

 

1-2．データの集計単位 

総務省統計局「家計調査年報」を基礎データとして推計しているため、各消費支出の品目（分類）は、推

計に用いた年版の「家計調査年報」と同じです。但し、家計調査は都道府県庁所在地及び政令市のみですが、

本データでは独自の推計法により、全国全ての市区町村ごとに推計した「年間消費支出額」を、消費支出品

目ごとに表示します。なお、数値の単位は「千円」です。 
 

1-3．基礎データの出典 

推計に用いた基礎データは下記の通りです。なお、データの年版は、FK-Mardsのデータ選択画面に表示
されております。ご参照ください。 

● 総務省統計局 「家計調査（二人以上世帯） 年報」 
● 総務省統計局 「家計調査（単身世帯） 年報」 
● 総務省統計局 「国勢調査 町丁・字等別集計その１」 
● 株式会社ＪＰＳ 「個人所得指標」 

 

1-4．データ提供会社 

■株式会社ＪＰＳ 
住所 〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町１―２―１５ 第三朝日ビル８Ｆ 
ＴＥＬ 03-3664-3772 
ＦＡＸ 03-3664-3869 
ＵＲＬ http://www.jps-net.com/ 
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 ２．提供方法とデータ項目 
 

2-1．提供ファイルフォーマット 

● Excelファイル 
 

2-2．データ提供区分と範囲 

（株）ＪＰＳが提供しています原本データは町丁・字等別での推計データですが、FK-Mardsでは全国の
市区町村区分で集計したデータをご提供いたします。FK-Mardsで取得できるデータ提供単位は都道府県単
位となります。 

 

2-3．データ項目 

【消費支出推計】 
No. フィールド名称 備考 

01 都道府県コード 2桁の行政コード 
02 行政コード 5桁の行政コード 

（上 2桁は都道府県コードと同じ） 
03 都道府県名  
04 市区町村名  
05 （各品目・分類名） 各品目の年間消費支出金額（単位：千円） 
06  :  
07  :  
08  :  
09  :  
※ 各品目・分類については、各家計調査の年版によって異なるため、データ選択画面を参照ください 

 

2-4．利用と課金方法 

データのご利用は、［地域別統計データ品目一覧］からご利用ください。FK-Mards の「レポート検索」
などの検索機能には対応しておりません。また、利用料金は、通常利用分と合算してご請求（または充当）

いたします。 
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 ３．基礎データと原本データについて 
 

3-1．家計調査の結果データの「ゆれ」 

「家計調査」のような標本調査では、サンプル世帯が全国の縮図に近くなるよう、統計理論に基づきサン

プル世帯を選定していますが、結果数字に「ゆれ（標本誤差）」が生じる場合もあります。 
「ゆれ（標本誤差）」は、対象地域や収支品目によって異なりますが、対象世帯の少ない地域の結果や、

購入頻度の少ない品目への支出額の数字などで、発生する傾向があります。特に、支出弾力性が低く（支出

弾力性区分＝選）、経常消費支出でない品目については、「ゆれ（標本誤差）」が大きくなる傾向があります。 
本データも、「家計調査」を基礎データとして利用しているため、時としてこの「ゆれ」が含まれる場合

があります。 
なお、「支出弾力性区分」「経常消費支出」の品目は、家計調査の年版によって掲載品目・分類が異なるた

め、詳細についてはデータ選択画面に別途「消費支出品目一覧／補正措置一覧」として記載しています。 
 

3-2．支出額「0円」の補正措置 

「家計調査」において、時として支出額「0円」として表章されている支出品目・都市があります。この
場合、該当都道府県全体でも「0円」となることを回避するため、当該「地方」の表章値を県平均値として
採用しています（地方の値が「0 円」の場合、全国の値を採用。川崎市・北九州市等が「0 円」の場合は、
他の県内市区町村の支出額を求めるのと同じ推計式で算出）。 
なお、補正措置を施した品目・地域は、家計調査の年版によって異なるため、データ選択画面に別途「消

費支出品目一覧／補正措置一覧」として記載しています。 
 

3-3．「大分類」等の合計扱いの品目の注意点 

「大分類」「中分類」「小分類」「一部品目合計」（データ内の色付き品目）は、総務省統計局「家計調査」

の中では、該当の品目の合計値となります。 
しかし、本データでは家計調査では算出されていない全市区町村の数値を統計学分析に基づいて推計して

いるため、合計扱いの品目についても、実際の合計値とはなっておりません。 
 

3-4．市区町村区分 

データ提供における市区町村区分と、推計に用いる市区町村区分は異なります。推計に用いる基礎データ

は、「国勢調査 町丁・字等別集計その１」を利用しますが、データ提供時点の市区町村区分は、提供開始

時点での実態に近い行政区分に再編集しています（出典の年版はデータ選択画面に表示）。 
これは、ＧＩＳ用ソフトのデータとしてのマッチング重視による整合性ではなく、マーケティング情報に

用いる二次統計として利用できることに主眼を置いたためです。 
 

3-5．原本データのご紹介 

（株）ＪＰＳの原本データは、町丁・字等別の推計となります。地図ソフトへの落とし込みや、より細か

い区分での統計数値を確認することができます。各統計データベースとして販売しております。詳しくはお

問い合せください。 
 


